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10 公有水面埋立部門

10－１ 公有水面埋立免許出願のための測量

公有水面埋立免許出願のための測量の方法等は、２ 用地部門、５ 河川・砂防・ダム

部門、６ 急傾斜地部門、７ 漁港部門、８ 作図 によるほか次の各号によるものとする。

10-1-1 調査範囲

公有水面埋立免許出願のための測量の範囲は水際線を基線とし、特に定めのある場合

を除き前面と背後地ともそれぞれ100ｍ程度とし、調査延長にあっては、起終点から多角

閉合可能な延長で囲まれた範囲とする。ただし、陸地側にあっては民地界が把握できる

ものでなければならない。

10-1-2 原図に基づく協議

細部測量等により作成された原図を基に、公有水面埋立免許出願に必要とする埋立区

域及び埋立てに関する工事の施行区域（以下「埋立区域等」という）、その他これに関連

する工事施工区域等について、業務担当員と協議しなければならない。

10-1-3 基点の決定

協議に基づき「埋立区域等」を表示する際の基点は、基本測量・公共測量で測設した

測量標及びこれに準ずる精度を保有するもの（海上保安庁設置の灯台等）による。

10-1-4 「埋立区域等」の表示

「埋立区域等」を表示する場合は、基点及び各地点間の方位角・延長等の表示に留意

しなければならない。

10-1-5 埋立に関する工事の施行区域の扱い

埋立に関する工事の施行区域には、埋立区域にかかる工事のほか埋立に関して施行さ

れるその他の工事の施行区域を全て包含するものとする。

10-1-6 地形・地物等の把握

地形・地物等の把握は、｢規程｣第３編第２章現地測量によるほか、公有水面と陸域と

の接線は春秋分における満潮位（Ｈ．Ｗ．Ｌ）を標準として把握し埋立区域等の表示線

の実延長及びその他「埋立区域等」周辺の既存の工作物の表示線の実延長を把握しなけ

ればならない。
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10－２ 公有水面埋立竣功認可申請のための測量

公有水面埋立竣功認可申請のための測量は、免許出願時に把握した現況と著しく変化

ある場合にその補正に必要とする測量で、その方法及び制限等は、10－１ 公有水面埋立

免許出願のための測量 に準ずるものとする。

10－３ 公有水面埋立免許出願関係図

公有水面埋立免許出願のかかる図面は、次のとおりとする。

10-3-1 位 置 図

縮尺50,000分の１以上の地形図に「埋立区域等」を表示するものとする。

10-3-2 実測平面図

縮尺は、1/1000又は1/2500とし、10-1-2 原図に基づく協議 で指示あった区域及び埋

立隣接地の土地所有者の氏名・埋立背後海浜地・海浜盛土区域・背後地隣接の民地地番

・既設排水施設・取水施設を明示し、横断図と照合できるよう作成するものとする。

なお、当該埋立工事以外の施設計画のある場合は、その計画線を点線で表示するもの

とする。

また、埋立に関する工事施行区域を二以上の区域に分割する場合は、分割された区域

も表示するものとする。

10-3-3 求積平面図

実測平面図の中に図示された「埋立区域等」を求積し、その算式等を表示するものと

する。

10-3-4 埋立背後地の下付申請図

実測平面図の中で埋立背後地に国有地が図示される場合は、その求積について業務担

当員と協議しなければならない。

10-3-5 海 図

「埋立区域等」が海面である場合は、海上保安庁刊行の海図に「埋立区域等」及び「埋

立区域等」の表示の基点を表示するものとする。この場合、海図の謄写図を使用すると

きは、水路業法第24条による海上保安庁の承認を受けなければならない。

10-3-6 埋立地横断面図

縮尺は横1/100・縦1/100以上とし、作成に当たっては、以下によるものとする。

(1) 工作物の断面を明示すること。

(2) 春秋分における潮位（Ｌ．Ｗ．Ｌ、Ｈ．Ｗ．Ｌ）を明示すること。

(3) 埋立法線（求積線）施行区域法線（求積線）を明示し、実延長を明示すること。

(4) 地盤の高さを正しく表示すること。
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(5) 既存の工作物等との関連を明示すること。

(6) 埋立法線及び施行区域線のとり方を明確にするため、現地盤線を明示することに

留意するものとする。

10-3-7 埋立地縦断面図

縮尺は横1/1000・縦1/100以上とし、作成に当たって留意すべきことは、10-3-6 埋立

地横断面図 に準ずるものとする。

10-3-8 工作物構造図

縮尺は1/100以上とし、護岸・堤防・岸壁その他これらに類する工作物の構造を表示す

ること。

作成に当たっては、以下によるものとする。

(1) 外囲施設等の工作物の構造がそれぞれ異なる断面ごとに表示すること。

(2) 潮位を表示することとし、その標示の方法（ＤＬ・ＴＰ）を記入すること。

10－４ 公有水面埋立竣功認可申請

公有水面埋立法第22条に基づく竣功許可のため作成するものとする。

10-4-1 基礎とする図面及び作成基準

公有水面埋立竣功認可申請図は、位置図・実測平面図・求積平面図等で1/1,000又は1/

2,500の縮尺とする。

竣功認可申請時における埋立区域の基点及び各測設点の方向角・延長・境界標等を標

示しなければならない。

10-4-2 協議事項

基礎とする各図面の事項に不符合又は不明の場合にあっては業務担当員と協議し、そ

の指示を受けるものとする。

10－５ 地積測量図等の作成

公有水面埋立竣功認可後、埋立地の表示登記に必要とする地積測量図・土地所在図（表

示登記申請図）を不動産登記法第80条２項により作成するものとする。
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10－６ 成果品

成果品は、次のとおりとする。

（紙媒体の場合）

名 称 規 格 縮 尺 単位 摘 要

位 置 図 1/50,000 枚 市販地図等

申 請 実 測 平 面 図
ポリエステルフィルム 1/1,000～

〃
規格寸法はＡ0版を

♯300 84㎝×119㎝ 1/2,500 標準とする

埋 立 区 域 求 積 図 〃

施 行 区 域 求 積 図 〃

施行区域求積平面図 〃

下 付 平 面 図 〃

海 図 〃 海上保安庁

横 断 図
セクションマイラー 横1/100～

１式
♯200 縦1/100～

縦 断 図 〃 〃 〃

作 工 図 〃 適 宜 枚

用 地 求 積 平 面 図
ポリエステルフィルム 1/1,000～

〃
規格寸法はＡ0版を

♯300 84㎝×119㎝ 1/2,500 標準とする

測 量 計 算 簿 Ａ４版 冊
図根点・多角点・境

界点の計算簿

資 料 図
ポリエステルフィルム

〃
♯300

土 地 調 査 表 〃
権利関係、その他一

切を含む

土 地 調 査 書 〃

土地境界立会確認書 〃

地 積 測 量 図 法務局指定のもの 式
土地現地調査書を含

む

各 図 面 の コ ピ ー 部

竣 功 平 面 図
ポリエステルフィルム

枚
♯300
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（電子媒体の場合）

名 称 規 格 縮 尺 単位 摘 要

電 子 成 果 品 保 管 帳 冊 電子媒体（CD-R等）

( 位 置 図 ) 1/50,000 枚 市販地図等

(申請実測平面図)
1/1,000～

〃
規格寸法はＡ0版を

1/2,500 標準とする

(埋立区域求積図) 〃

(施行区域求積図) 〃

(施行区域求積平面図) 〃
電

( 下 付 平 面 図 ) 〃
子

( 海 図 ) 〃 海上保安庁
媒

( 横 断 図 )
横1/100～

１式
体 縦1/100～

( 縦 断 図 ) 〃 〃
一

( 作 工 図 ) 適 宜 枚
覧

(用地求積平面図)
1/1,000～

〃
規格寸法はＡ0版を

1/2,500 標準とする

( 測 量 計 算 簿 ) 冊
図根点・多角点・境

界点の計算簿

( 資 料 図 ) 〃

( 土 地 調 査 表 ) 〃
権利関係、その他一

切を含む

( 土 地 調 査 書 ) 〃

(土地境界立会確認書) 〃

( 地 積 測 量 図 ) 法務局指定のもの 式
土地現地調査書を含

む

( 竣 功 平 面 図 ) 枚
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10－７ 参 考

公有水面埋立免許手続

出 願 人
① 利害関係人との調整
② 環境アセスメント

免 許 出 願
免 イ 所定の図書が不足してい
許 る等出願手続上、不適合
の 免 許 権 者 がある場合 却下
告 ロ 免許基準に適合していな
示 ＮＯ いことが明白である場合

① 形式審査

ＹＥＳ

② 告示・縦覧（３週間） 一般公衆（利害関係人）

③ 内容審査 ＮＯ 不免許処分

ＹＥＳ
（諮問） （議案）

地元市町村長に意見を聞く 地元市町村長 議 会

（意見） （議決）

関係行政機関に意見を聞く（海上保安官署、道の環境保全部局、その他
関係機関）

利害関係人の意見
地元市町村長の意見 に対する評価
関係行政機関の意見

④ 免許の意思決定 ＮＯ 不免許処分

ＹＥＳ イ 競願関係の整理
ロ 埋立区域の制限免許
ハ 公共帰属すべき区域の決定
ニ 免許条件の決定（免許料の算定）
ホ 期間の指定

大 臣

① 内容審査 ＮＯ 認可拒否 免許権者 不免許処分

ＹＥＳ

② 環境大臣に意見を聞く

③ 〃 の意思に対する評価

④ 認可の意思決定 ＮＯ 認可拒否 免許権者 不免許処分

ＹＥＳ
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＜参 考＞
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